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2．分析
（1） 対象
本稿での分析対象は、『中学音楽　2・3下　音楽のおくりもの』（教育出版）pp.46 ～ 47および『中
学生の音楽　2・3下』（教育芸術社）pp.44 ～ 45とする。次項よりそれぞれの内容についてまとめる
ことにする。また、それに対応する教師用指導書も検討の対象に加える。
（2） 『中学音楽　2・3下　音楽のおくりもの』（教育出版）
タイトルは「わたしたちのくらしと音楽　～音楽著作権とインターネットについて～」である。
まず、知的財産権の定義が示されている。次に、著作（財産）権のうち、複製権、公衆送信権等が
例として挙げられており、保護期間の説明がされている。
その後、タイトルとなっている音楽配信についてQ&A形式で説明されている。具体的には保護期
間が経過した曲を集めてウェブページに音楽配信をする場合に、
（ア） 「音源を自作して配信する場合…」として、著作者人格権の、特に同一性保持権について
（イ） 「CDなどの録音物を配信する場合…」として、著作隣接権の、特に実演家とレコード製作
者について
（ウ） 「他人の編曲による音源の場合…」として、二次的著作物について
を解説している。
最後に、なぜ著作物が法律で保護されるのかについて、楽曲を作ったり、それらをCDやDVDで
販売したり、コンサートで演奏したりするのに関わる人々の仕事に対する報酬として、著作権使用料
というシステムがあることを説明している。そのため、複製権や公衆送信権を侵害してはならないと
結んでいる。
なお、教師用指導書には、保護期間が50年から70年に延長されることが検討されている事への加
筆がなされているが、それ以外の解説は記載がない。
（3） 『中学生の音楽　2・3下』（教育芸術社）
タイトルは「ルールを守って音楽を楽しもう！」である。
「音楽を『つくった』人」、つまり、著作者の権利を中心に構成されている。また、著作隣接権のう
ち実演家やレコード製作者の権利について説明があり、著作権法は「新たに音楽やCDをつくろうと
いうエネルギーが生まれなくなり、皆さんの音楽を楽しむ機会が失われてしまう可能性がある」こと
を強調している。そのため、「他の人がそれを利用するときには、つくった人に許諾を得る」ことが
基本であると解説している。その例として、複製権（楽譜のコピー）と公衆送信権等が挙げられている。
最後に、保護期間と著作権の制限のうち、学校その他の教育機関における複製等、営利を目的とし
ない上演等が挙げられ、「許諾を得なくてよい場合」として紹介されている。
なお、教師用指導書では補足として著作隣接権と学校その他の教育機関における複製等に関する詳
細な解説がなされている。特に後者については、学校のどの範囲までが許諾を得ずに複製できるのか
ということについて、細かく記載されている。このことは、筆者が1で要約した学習指導要領解説の
②が強く意識されているものと考えられる。
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3．まとめ
以上、2社の中学校音楽科教科書の内容を要約したが、これをそれぞれが著作権法のどの条文に該
当するのかに視点を置き、表にまとめることにする。
著作権法条文 教育出版 教育芸術社
第11条（二次的著作物） ○
第17条（著作者の権利） ○
第20条（同一性保持権） ○
第21条（複製権） ○ ○
第23条（公衆送信権等） ○ ○
第35条（学校その他の教育機関における複製等） ○
第38条（営利と目的としない上演等） ○
第51条（保護期間の原則） ○ ○
第89条（著作隣接権） ○ ○
表より、複製権、公衆送信権等、保護期間の原則、著作隣接権については2社共通の内容となって
いるが、それ以外は取り扱い内容にばらつきがあることが分かる。共通部分の、複製権は特に楽譜の
コピー、公衆送信権等はインターネット上の音楽利用と、中学生にも身近に触れる部分である。また、
保護期間についても著作物を利用する時に非常に重要であるから、きちんと理解する必要があろう。
また、著作隣接権については学習指導要領解説に記載があることはもちろん、実演家やレコード製作
者の権利がCDのコピー等で侵害されてしまうこともあるため、中学生にとっても身近な部分である
と考えることができる。それ以外の部分については、今後の検討が必要であろう。
4．おわりに
ここまで、教科書の検討を行ってきた。今回、学習指導要領が改訂されてから初めての教科書の発
行ということで、内容も2社である程度は共通しているものの、中学生に提供する内容が定まってい
ない部分も多いことが見受けられる。それは、教育出版がインターネットとの関連を中心にしている
こと、教育芸術社が著作者の権利を中心に据えていることからも分かる。また、2社とも「2・3下」の
教科書に掲載しているが、本当にそれで良いのかも考えていく必要がある。それから、学習指導要領
解説の要約④にあるような、授業で表現・鑑賞したりする楽曲との関連については全く扱われていな
いのが現状である。
まだこの内容については研究が始まったばかりである。今後、この分析を踏まえて、中学校音楽科
における「音楽に関する知的財産権」について、中学生に本当に身に付けさせるべき内容は何か、ま
たそれをどのようなプロセスで教育していくのかといったカリキュラムや教材開発を行っていきた
い。また、それを教育する中学校音楽科の教員や、中学校音楽科の教員を目指している学生への教育
プログラム作成なども研究対象としていきたい。
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